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１ はじめに

平成 23 年 3 月 11 日、東北地方を中心に激甚な被害を引き起こした東日本大震災は、い

まなお各地に深い傷跡を残し、いまだ復興・復旧も途上である。

右大震災の発生に際し、政府は、被災者支援の一環として、史上初めて全国規模での食

料の調達を実施し、40 日間で 2700 万食の食料、日あたり最大 150 万食の主食を確保した

が、それには多大な労力を要した。

今後、発生が懸念される首都直下型地震は、東日本大震災に比べて大きな被害が予想さ

れており、食料供給において非常な困難が想定されることから、不測の事態に備えた減災

対策を検討する必要がある。

２ 分析の手法

平成 20 年 11 月に実施した全国の食品企業の日あたり供給力、追加生産能力、製品在庫

及び生産場所についての調査を分析する。

３ 調査結果と分析

（１）生産能力

表―１ 主食の生産能力

 調査結果（表―１）に基づき、災害などの不測の事態が発生した際の食品ごとの供給状

況を想定すると次のようになる。

（独）国際農林水産業研究センター Japan International Research Center for Agricultural Sciences 
キーワード：食料供給、被災者支援、大震災、危機管理、減災、レジリアンス

［1- 05］ Ｈ25 農業農村工学会大会講演会講演要旨集

－112－



・精米については、製品在庫は３日間と少ないが、生産余力が十分あり、また、国内に原

料の在庫（備蓄 2.3 か月）も十分あることから、買いだめなどにより小売店の店頭から

なくなることがあっても、毎日、製品が追加され、品不足は短期間で終息する。

・非常食としての印象が強い乾パンについては、絶対的な生産能力が小さく、製品在庫も

ほとんどないため、店頭から即日なくなり、需要が落ち着かない限り、入手できない状

況が継続する。

・パンは、日配品であるため在庫がなく、また、発酵、焼き上げなど製造過程に時間がか

かることから、生産余力も小さく、需要が集中すると品薄な状況が継続する。

（２）生産拠点

  農政局単位で食品の生産量のシェアを人口（需要量）のシェアで除したものを整理し

たところ、食品によって地域内需給にかい離が存在することが分かった。

 パンについては、東海、近畿地方に生産拠点が集中し、他方で精米については、全国的

に、ほぼ均等に生産拠点が存在している。

 このため、災害などの不測の事態の発生場所に応じて、食料供給に生じる影響が異なる

ことが分かった。

図－１ パン及び精米の生産量と消費量のかい離

4．まとめ  
今回の分析で明らかとなった生産能力の限界や生産と需要のかい離を踏まえ、東日本大

震災での食料調達をモデルとして、首都直下型地震が発生した際の主要食料供給の状況を

解析し、レジリアンスの強化に資する情報を提供する予定である。
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